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標記について下記のとおり企画競争を実施するので、関係法令、入札及び契約心得を承諾の

上、参加されたい。 

 

１ 企画競争に付する事項 

 (1) 件  名： ＯＳＩＮＴサービスの試用支援等 

 (2) 規  格： 仕様書のとおり 

 (3) 履行期間： 契約日 ～ 令和９年３月３１日 

 (4) 履行場所： 情報本部（市ヶ谷） 

 

２ 応募できる者の資格及び条件 

  応募できる者は、次に掲げる事項のすべての資格及び条件を満たす者とする。 

 (1) 予算決算及び会計令第７０条及び７１条の規定に該当しない者であること。 

 (2)  防衛省競争参加資格（令和７・８・９年度の全省庁統一資格）の有資格者で「役務の提

供Ａ、Ｂ又はＣ」の等級に格付されている者であること。 

(3) 格付けされている令和７･８･９年度防衛省競争参加資格(全省庁統一資格)の等級にかか

わらず、防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第１０８号）第１８条第４

項各号のいずれかに該当する者（具体的には、別紙ア～キのいずれかに該当する者）であ

ること。なお、要件に該当する者で企画競争に参加しようとする者については、第４項第

２号の期限までに、別紙ア～キのいずれかを証明する書類を第４項第４号の部署へ提出す

ること。 

 (4) 契約担当官等（他省庁を含む。）から指名停止等の措置を受けている期間中の者でないこ

と。 

 (5) 現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種

の物品の売買又は製造若しくは役務請負について契約を行おうとする者でないこと。 

 (6) 「会社更生法（平成１４年法律第１５４号）」による更生手続開始又は「民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）」による再生手続開始を申立てられていない者であること。但

し、更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けた者で、以下の①から③までの書

類をすべて提出した者を除く。 

①更正手続開始決定書又は再生手続開始決定書（コピー可） 

②許可決定に伴い定款、役員等に変更等があった場合にはそれを証明する書類（コピー

可） 

③上記②に伴う競争参加資格審査申請書変更届 

 (7) 都道府県警察から暴力団関係者等として排除するように要請があり、当該状態が継続す



る者でないこと。 

 (8) 契約の履行にあたり保全すべき情報が存在する場合、知り得た当該情報の取扱いを適切

に管理できる者であること。 

 

３ 仕様書及び企画競争説明書の配布 

  第４項第４号の場所にて配布する。 

 

４ 応募要領 

 (1) 提出資料 

   応募する者（以下｢応募者｣という。）は、次の資料を提出する。 

  ア 参加表明書 

イ 資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 

  （第２項第３号の規定を適用する場合、当該事項を証明する書類） 

  ウ 企画提案書 

    エ  企画提案書記述箇所対応表 

 (2) 提出期限： 令和８年９月１５日（火）１２時００分必着 

 (3) 提出時間： 行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定す

る行政機関の休日（以下「休日」という。）を除く、９時３０分から１６時

３０分まで。 

 (4) 提出場所： 〒１６２－８８０６ 

東京都新宿区市谷本村町５番１号 

情報本部総務部会計課（Ｅ２棟３階） （担当者：契約専門官） 

電 話 ０３－３２６８－３１１１（内線番号３１７７２） 

メール dih-kaikei@ext.dih.mod.go.jp（契約係共用） 

 (5) 提出方法： 持参又は郵送 

          

５ 審査結果の通知 

(1) 支出負担行為担当官は、応募者から提出された企画提案書について評価を行い、最も優

れた企画提案を行った者を一者選定し、その審査結果を応募者へ通知する。なお、最も優

れた企画提案を行った者が複数であった場合は、本企画競争に関係のない職員によるくじ

引き（抽選）を実施し、一者を選定する。 

(2) 審査の経緯及び具体的理由については公表しない。 

 

６ 審査結果の疑義に対する処理 

 (1) 応募者は、審査結果に対して疑義がある場合、以下により書面をもって説明を求めるこ

とができる。 

ア 提出期限： 審査結果通知を受領した日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）

以内必着 

イ 提出時間： 第４項第３号に同じ。 

ウ 提出場所： 第４項第４号に同じ。 

エ 提出方法： 持参、郵送、メール送付のいずれか。 

 (2) 支出負担行為担当官は、応募者から前号による説明を求められた場合は、前号の最終日

mailto:dih-kaikei@ext.dih.mod.go.jp（契約係共用


の翌日から起算して５日以内（休日を含まない。）に説明を求めた者へ書面により回答す

る。 

 

７ 提出書類及び企画提案書（以下「企画提案書等」という。）の提出に当たっての留意事項 

 (1) 企画提案書等に虚偽の記載をした者は、失格とする。 

 (2) 第８項第１号及び同第２号に違反した者は、失格とする。 

 (3) 企画提案書等の作成、提出、説明及び第８項第２号の調査への協力に要する費用は、応

募者の負担とする。 

 (4) 企画提案書等は返却しない。 

 (5) 企画提案書等は応募者に無断で他目的に使用しない。 

 (6) 提出期限を過ぎてからの企画提案書等の差替え、再提出は認めない。但し、審査の必要

性から追加資料を求める場合は、この限りではない。 

  

８ 応募者の義務及び制約事項 

 (1) 応募者は、情報本部職員から説明を求められた場合、その都度、説明しなければならな

い。また、資料等の追加提出を求められた場合、正当な理由がある場合を除き、必要な資

料等を提出しなければならない。 

 (2) 応募者は、情報本部職員から契約履行体制等の調査のために営業所等（下請負者の事業

所等を含む。）に係る調査のための協力依頼があった場合、当該営業所等への立入を含め、

調査に協力しなければならない。 

(3) 応募者において大きな義務違反があった場合又は不正な行為が認められた場合は、契約

候補者から削除することがある。なお、著しい経営状況の悪化等により、契約候補者として

適当と認められなくなった者とは契約を行わない。 

 (4) 最も優れた企画提案を行った者の通知を受けた場合は、関係法令、入札及び契約心得を

承諾の上、必ず商議に応じなければならない。 

 (5) 応募者において契約することを希望しなくなった場合は、速やかにその旨を書面により

通知しなければならない。 

 (6) 応募者は、閲覧した調達概要書等の内容で一般に公開されていない情報について、第三

者に開示・漏洩してはならない。また、契約履行にあたり保全すべき情報が存在する場

合、知り得た当該情報の取扱いを適切に管理しなければならない。 

 (7) 応募者は、契約の履行にあたって必要となる特許権、実用新案権、著作権等その他の知

的財産に関して、関係法令により定められた権利及び技術的知識を使用可能なもので、か

つ、関係法令上保護される第三者の権利を侵害することのないように、必要な措置を講じ

なければならない。 

 

９ その他の留意事項 

 (1) 第８項各号の義務に違反した応募者は、情報本部における各種契約において一定期間参

加制限する場合がある。 

 (2) 当該調達案件については、公示時点での予定であり、今後必ず調達することを保証する

ものではなく、調達概要書等の内容に多少の変更が生じる場合がある。 

  

 



別 紙 

 

ア 当該企画競争に係る役務と同等以上の仕様の役務を実施した実績等を証明できる者 

イ 資格審査の統一基準により算定された総合審査数値に以下の技術力の評価の数値を加算し

た場合に、当該企画競争に係る等級に相当する数値となる者 

 

注：１ 特許には、海外で取得したものを含む。 

  ２ 技術士には、技術士と同等以上の科学技術に関する外国の資格のうち文部科学省令で定めるものを有する者 

 

ウ ＳＢＩＲ制度の特定新技術補助金等の交付先中小企業者等であり、当該公募に係る物品又

は役務に関する分野における技術力を証明できる者 

 

エ 株式会社産業革新投資機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、株式会社地域経済活性化

支援機構、株式会社農林漁業成長産業化支援機構、株式会社民間資金等活用事業推進機構、官

民イノベーションプログラム、株式会社海外需要開拓支援機構、一般社団法人環境不動産普及

促進機構における耐震・環境不動産形成促進事業、株式会社日本政策投資銀行における特定投

資業務、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構、国立研究開発法人科学技術振興機構、株

式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構、一般社団法人グリーンファイナンス推進機構にお

ける地域脱炭素投資促進ファンド事業及び株式会社脱炭素化支援機構の支援対象事業者又は

当該支援対象事業者の出資先事業者であり、当該公募に係る物品又は役務に関する分野にお

ける技術力を証明できる者 

 

オ 国立研究開発法人（科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成２０年法律

第６３号）第２条第９項に規定する研究開発法人のうち、同法別表第３に掲げるものをいう。）

が同法第３４条の６第１項の規定により行う出資のうち、金銭出資の出資先事業者又は当該

出資先事業者の出資先事業者であり、当該公募に係る物品又は役務に関する分野における技

術力を証明できる者 



 

カ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構による「創薬ベンチャーエコシステム強化事業（ベ

ンチャーキャピタルの認定）」又は国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構に

よる「研究開発型スタートアップ支援事業（ベンチャーキャピタル等の認定）」において採択

された者の出資先事業者であり、当該競争に係る物品又は役務に関する分野における技術力

を証明できる者 

 

キ グローバルに活躍するスタートアップを創出するための官民による集中プログラム（Ｊ－

Ｓｔａｒｔｕｐ又はＪ－Ｓｔａｒｔｕｐ地域版）に選定された事業者であり、当該公募に係る

物品又は役務に関する分野における技術力を証明できる者 


